
会
社
な
ど
に
お
勤
め
の
か
た
で
、
雇
用
保

険
料
が
給
与
か
ら
引
か
れ
て
い
た
に
も
関
わ

ら
ず
、
雇
用
主
が
雇
用
保
険
の
加
入
を
届
け

出
て
い
な
か
っ
た
か
た
は
、
さ
か
の
ぼ
っ
て

加
入
手
続
き
が
で
き
ま
す
。
詳
し
く
は
お
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

●
問
い
合
わ
せ
　
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
秋
田

☎(

８
６
４)
４
１
１
１

農
道
や
林
道
の
脇
な
ど

に
廃
棄
物
を
不
法
投
棄
す

る
行
為
が
後
を
絶
ち
ま
せ

ん
。
廃
棄
物
の
不
法
投
棄

は
法
律
に
よ
り
罰
則(

５
年

以
下
の
懲
役
も
し
く
は
１
千
万
円
以
下
の
罰

金
。
法
人
は
３
億
円
以
下
の
罰
金)

が
科
せ

ら
れ
ま
す
。
快
適
な
生
活
環
境
の
確
保
に
ご

理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

●
問
い
合
わ
せ

廃
棄
物
対
策
課

☎(

８
６
６)

２
０
７
６

新
屋
水
門
の
改
築
工
事
の
た
め
、
市
道
割

山
南
浜
線
で
は

回(

う
か
い)

路
を
通
行
し

て
い
た
だ
い
て
い
ま
し
た
が
、
12
月
18
日
(土)

か
ら
本
線
を
通
行
で
き
ま
す
。
ご
協
力
あ
り

が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

●
問
い
合
わ
せ

秋
田
河
川
国
道
事
務
所
茨

島
出
張
所
☎(

８
６
２)

４
３
６
２

医
師
、
歯
科
医
師
、
薬
剤
師
、
就
業
し
て

い
る
保
健
師
、
助
産
師
、
看
護
師
、
准
看
護

師
、
歯
科
衛
生
士
、
歯
科
技
工
士
の
か
た
は
、

平
成
22
年
12
月
31
日
(金)
現
在
の
状
況
を
保
健

所
に
届
け
出
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

届
出
票
を
12
月
中
旬
に
勤
務
先
に
送
り
ま

す
。
必
要
事
項
を
書
い
て
、
来
年
１
月
17
日

(月)
ま
で
に
届
け
出
を
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
医
師
、
歯
科
医
師
、
薬
剤
師
の
資

格
を
持
ち
、
現
在
勤
め
て
い
な
い
か
た
は
、

保
健
総
務
課
へ
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

●
問
い
合
わ
せ

市
保
健
所
保
健
総
務
課

☎(

８
８
３)

１
１
７
０

農
地
の
効
率
的
な
利
用
を
促
進
す
る
た
め
、

市
が
農
地
利
用
集
積
円
滑
化
団
体
と
し
て
農

地
を
貸
し
た
い
農
家
と
借
り
た
い
農
家
の
間

に
立
ち
、
協
議
や
調
整
を
行
い
ま
す
。
対
象

農
地
の
要
件
な
ど
、
細
か
な
規
定
が
あ
り
ま

す
。
詳
し
く
は
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

●
問
い
合
わ
せ
　
農
業
農
村
振
興
課

☎(

８
６
６)

２
１
１
６

成
長
分
野(

※)

に
展
開
す
る
事
業
や
地
域

に
貢
献
す
る
事
業
に
取
り
組
む
県
内
の
建
設

業
者
に
、
そ
の
初
期
投
資
に
か
か
る
経
費
の

一
部
を
助
成
し
ま
す
。
助
成
の
可
否
は
、
有

識
者
に
よ
る
審
査
委
員
会
が
決
定
し
ま
す
。

※
成
長
分
野
…
環
境
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
観

光
、
農
業
な
ど

MATION
●市　役　所　か　ら　の　お　知　ら　せ

INFOR-

３
雄
物
川
沿
い
の

割
山
南
浜
線
が
復
旧

４
医
療
に
従
事
し
て
い
る

か
た
は
届
け
出
を

６
成
長
分
野
な
ど
に

新
た
に
事
業
を
展
開

す
る
建
設
業
者
を
支
援

２
不
法
投
棄
は

絶
対
に
や
め
ま
し
ょ
う

人口 22.11.１現在

●人口／324,433人(+56)

●男／152,842人(+6)

●女／171,591人(-50)

10月分・出生 205人

・死亡 262人

・転入 691人

・転出 578人

（）内は前月比

●世帯／134,910世帯(+105)

NHK海外たすけあいにご協力を…義援金は、郵便局や金融機関などで12月25日(土)
まで受け付けています。詳しくは、日本赤十字社秋田県支部へ。☎(864)2731

この賃金は、パート、
アルバイトなど県内で働
くすべての労働者に適用
されます。合意の上でも、
これより低い賃金で働か
せると罰せられます。

秋田労働局賃金室
☎(883)4266

問い
合わせ

645円
秋田県の最低賃金は

監視カメラ「みてるくん」

１
雇
用
保
険
の
手
続
き
を

さ
か
の
ぼ
っ
て
行
え
ま
す

農
地
利
用
集
積
円
滑
化
事
業

農
地
の
貸
し
借
り
を

仲
立
ち
し
ま
す

５

08

時間額



対
象

①
〜
③
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者

①
秋
田
県
建
設
工
事
入
札
参
加
資
格(

県
内)

が
あ
る
。
ま
た
は
、
建
設
業
許
可
を
受
け

て
い
る
県
内
中
小
企
業
者
の
う
ち
、
直
近

の
決
算
で
建
設
業
の
売
上
高
が
売
上
高
全

体
の
50
㌫
以
上
を
占
め
る

②
代
表
者
と
し
て
主
体
的
な
役
割
を
担
う

「
①
」
の
建
設
業
者
を
含
む
２
者
以
上
の

中
小
企
業
者
で
構
成
す
る
グ
ル
ー
プ

③
「
①
」
に
該
当
す
る
中
小
企
業
者
ま
た
は

そ
の
代
表
役
員
が
50
㌫
以
上
出
資
し
て
設

立
す
る
県
内
中
小
企
業
者

補
助
額

初
期
投
資
な
ど
の
経
費
の
２
分
の

１(

上
限
300
万
円)

募
集
期
間

12
月
15
日
(水)
ま
で

●
問
い
合
わ
せ
　
秋
田
県
建
設
管
理
課
建
設

業
班
☎(

８
６
０)

２
４
２
５

資産税課家屋担当☎(866)2057問い合わせ

12月の土・日、祝日と年末に次の日程で納税
窓口を開設します。時間は午前８時30分～午
後５時15分。納付の相談もできます。

固定資産税第３期と国民健康保険税第６期の
納期限は来年１月４日(火)です。納付には便利
な口座振替をご利用ください。また、納期限が
過ぎた市税があるかたは12月中に納付するよ
うお願いします。

休日も納税窓口を
開設します

開設日�12月11日(土)・12日(日)・18日(土)・
19日(日)・23日(木)・25日(土)・26日(日)・29
日(水)・30日(木)

事業のために使っている機械、器具・備
品などは、償却資産として固定資産税の対象に
なります。償却資産をお持ちのかたへ、12月
中に「平成23年度償却資産申告書」を送りま
す。来年１月31日(月)まで、資産税課へ提出し
てください。なお、課税対象となる償却資産が
あるかたで申告書が届かないかたは、資産税課
償却資産担当へご連絡ください。☎(866)2836

市・県民税、固定資産税、軽自動車税など…
納税課☎(866)2058(市役所２階。守衛室
側の入口からお入りください)

開設日�12月18日(土)・19日(日)

12月は市税完納強調月間

資産税課からお知らせ

国民健康保険税…国保年金課収納推進室
☎(866)2189(市役所議場棟１階。本庁舎側
の入口からお入りください)

●家屋の取り壊しや一部減少…建物を変更して
まだ届け出ていないかたは、お早めに資産税
課家屋担当へ届け出をしてください。
●長期優良住宅…平成21年６月４日から平成
24年３月31日までに、市から「長期優良住
宅」と認定を受けた住宅を建てた場合、長期
優良住宅以外の住宅よりも固定資産税の減額
期間が長くなります。詳しくは、資産税課家
屋担当へお問い合わせください。

家屋の取り壊しなど、
建物の変更は届け出を

償却資産申告書を送ります

北朝鮮人権侵害問題啓発週間
12月10日(金)～16日(木)

拉致問題など、北朝鮮による人権侵害
問題に対する認識を深めましょう。詳し
くは、法務省のホームページをご覧くだ
さい。http://www.moj.go.jp/

時間帯により中央線が変わっていた手形西谷
地から千秋久保田町までの区間(下図①②)は、
現在、①の区間は上り２車線、下り１車線に、
②の区間は片側１車線に固定されています。

問い合わせ 県警本部交通規制課☎(863)1111

路面標示に
従って通り
ましょう

冬の間、踏切を通行止め
ＪＲ東日本では、線路をラッセル車(除雪用車両)

で除雪するため次の４か所の踏切を12月20日(月)か
ら来年３月７日(月)まで通行止めにします。

秋田保線技術センター☎(836)4592

手
形
陸
橋
付
近
の
時
間
帯
に
よ
る

中
央
線
変
更
は
解
除
さ
れ
ま
し
た

広報あきた 平成22年12月３日号09


